国　際　租　税　法
－　事　例　演　習　－

第１問

　世界的に有名なA国の投資家であるＪ氏は大の日本好きで配偶者も日本人であり、これまでもほぼ毎年日本に来ていたが、この程ついに京都に別荘を購入することを決めた。Ｊ氏は、場合によっては1年のうちの相当日数を日本で過ごしてもよいと思っており、自らが率いている(その株式の過半数を持ち、CEOを務めている)米国の投資会社であるInvestment, Inc.(以下｢I社｣)のオフィスを大阪に構えてもよいと考えているが、日本の所得税・法人税が重いということも聞いており、そのため以下のような質問をあなたに対して行った。あなたはどうアドバイスすればよいか。A国が日本との間には租税条約は有しない国であった場合、米国であった場合及び中国であった場合のそれぞれについて検討せよ。また、Ｊ氏の個人の収入は、I社からの給与(報酬)の他、自ら投資を行っている資産(株式、債券、不動産など。内国法人の発行にかかるもの、日本の不動産もあるが、海外のものもある。)からの各種の収益が中心である。
1
Jは、日本好きではあるがA国の国民でありA国には深い愛着を持っている。だからたとえ一定期間日本に止まるとしてもいずれはA国に帰るつもりである。そうであれば滞在期間が1年を超えてしまっても日本の所得税を全面的に負担することはないと考えていいだろうか。特に、これらの資産のCapital Gains、I社からの給与(報酬)及び不動産の賃料への課税について検討して欲しい(債券については、内国法人が国内市場で発行したものと海外市場で発行したものとの双方が存在するものとして検討すること)。なお、A国の自宅を処分したり、他の人に貸したりなどということはありえない。また、Jによれば、これまでJは日本において確定申告書を提出したことはないとのことであったが、その点に問題はないか。
2
Jによれば、現実的には日本に滞在するのは年に120日を超えることはないと思うとのことである。もっとも残りをすべてA国で過ごす訳ではなく、仕事の関係で世界を飛び回ることになる。恐らく、A国にいる日数は120日以上になるとは思うが、年によっては日本にいる日数より少なくなるかもしれない。何か問題はあるか。

3
もっとも配偶者が日本を恋しがっているため、結局日本に移り住んでしまう可能性もないとはいえないとのことである。その場合、1の場合とで何か違いは出るか。

4
Jは、日本好きではあるが日本の成長性には大いに疑問を感じている。そこで場合によっては京都の別荘以外はすべて売ってしまおうかとも思っている。今は、A国に住んでいる訳で、日本の課税は受けないと考えてよいか。
5
I社のオフィスを日本に作るという話を税務アドバイザーをしているPCW税理士法人にしたところ、せいぜい駐在員事務所にとどめておいた方が無難だととのアドバイスを受けたとのことである。その理由は何か。
6
日本にオフィスを作った場合でも、Jの報酬額がすべて損金として処理できるのであれば利益はほぼゼロになるとのことであった。そうであれば、日本にI社の支店を作っても日本におけるI社の課税が増加するものではないと考えてよいか。
7
オフィスを作ることが問題ということなら、自分が日本にいる間は、日本株や国内債の注文は(最終的な投資判断は自分が行っていることでもあり)Jがいつもの証券会社に出すという手もあるかなと思っているがどう思うかという質問があった。どう考えるべきか。
8
投資先のうちX株式会社が、自社株のTOBをするという発表があった。Xには、J個人としてもI社としても投資をしている。丁度よい機会なので売却してしまおうかと考えているとのことであったが、TOBにおいて売却するのと普通に市場で売却するのではどちらが得か。JとI社が合計でXの株式を30%所有していた場合結論は変わるか。
9
J氏が再度確認したところ、J及びI社の日本の不動産に対する投資は、一旦不動産を信託銀行に信託したことによる信託受益権をSPCが匿名組合契約の営業者となり匿名組合出資により得た資金を元に購入するするという形態を取っていることが分かった。こうした方法によって投資を行う場合と、直接不動産への投資を行う場合とでどのように課税関係が異なるか検討せよ。
第２問
　A社は、外国籍のいわゆるファンドであり、日本の内国法人に対する投資を行っている。ファンドの具体的な投資を決定しているのは、投資アドバイザーの外国法人のB社でありであり、英国の居住者であるM氏が保有する英国法人が株式の40％を所有し、日本の居住者であるN氏が唯一の株主である内国法人がその株式の60％を所有している。また、B社は、日本に支店などを有さず、その従業員などが日本で活動することもないが、その100％子会社として日本法人のC社を擁している。C社は専らB社を依頼者としており、そのために主として日本の投資情報の影響や投資案件の発掘を行いている。

　A社の内国法人に対する投資には様々なものがあるが、現在、いずれも2000年に取得した、発行済み株式の50％を保有しているX株式会社に対する株式投資(簿価100億円)の扱いと、信用状況が悪化していた時期に額面金額の半分で購入したY株式会社発行の国内発行の社債(保有している社債の額面総額は100億円)の取扱が問題になっている。X社は、近時業績好調であり、配当可能な利益剰余金が100億円あり、また、現在のX社の全発行済み株式の公正価値は合計400億円である。また、Y社の社債については、その業績が相当程度持ち直した上、発行時に利率を高く(年5％)設定したこともあり、利払い直後で3年後に満期を控えた現在の公正価値は額面の110％となっている。なお、かかる高い利率にかかわらず発行時の信用力の低さから発行価格は額面金額の90％であった。

　なお、(7)の設問を除いて、C社の機能は、投資案件の発掘も含め、情報収集の域を出るものではなく、投資の相手先との交渉などには一切関知していないことを前提としてよい。

(1)
A社は、ニューヨーク州法に基づいて設立されたLimited Liability Companyであった。A社に関連して、日米租税条約が適用されるのはどのような場合か、説明せよ。なお、ニューヨーク州法に基づいて設立されたLimited Liability Companyは、我が国の法人税法上は外国法人に該当することを前提としてよい。

(2)
X社が、配当可能な利益剰余金をすべて配当した場合、このうちA社に対して配当された部分について、A社及びX社に関していかなる我が国の所得税、法人税が課せられるか、A社が日米租税条約の適用を受けられる場合と何らの租税条約の適用も受けられない場合とで区別して説明せよ。なお、以下の設問では、A社はいかなる法域においても税務上法人たる納税義務者として扱われるものとしてよい。

(3)
A社は、その保有するX社株式の半分を資本関係のない別の外国法人に売却することにした。A社の我が国での課税について、A社が日米租税条約の適用を受けられる場合と何らの租税条約の適用も受けられない場合とで区別して説明せよ。

(4)
A社が中国法人であった場合、(3)の設問に対する回答はどのようになるか、説明せよ。

(5)
A社が、このままY社社債を満期まで保有し、その償還を受けた場合、その取得価格と償還金額の差額についてA社はいかなる課税を受けるか、A社が日米租税条約の適用を受けられる場合と何らの租税条約の適用も受けられない場合とで区別して説明せよ。

(6)
A社が、すぐにY社社債をすべて売却した場合、A社はいかなる課税を受けるか、A社が日米租税条約の適用を受けられる場合と何らの租税条約の適用も受けられない場合とで区別して説明せよ。

(7)
事実調査を行ったところC社は、X社株式やY社社債に関する投資においては、B社に対する情報提供機能しか果たしてこなかったが、それ以外の取引に関しては相当数の取引でA社のために契約の締結を行っていることが判明した。この場合、上記(6)の設問に対する回答はどのようになるか、A社が日米租税条約の適用を受けられる場合と何らの租税条約の適用も受けられない場合とで区別して説明せよ。

(8)
[錦織:この(8)は、問題演習の後半の回で取り上げます。]

B社をどの法域に設立するかを決定するにあたっては、以下の①案ないし③案が検討された。N氏(ないし同氏が唯一の株主であるB社株を保有する内国法人)にとって、所得課税上有利となるであろうものから順位を付けるとともにその理由を簡潔に説明せよ。なお、B社の利益の7割は、A社に対する投資アドバイスに起因するものであるが、その他に自らも株式等の金融商品への投資を行っており、こうした投資への配当などが残りの3割を占めている。また、日本その他アジア地域への投資情報の入手しやすさを考慮し、B社の実際の事業活動はほぼ香港に集約することが決まっていたものとする。なお、香港の所得課税はゼロと仮定してよい。


①B社は、実効税率ができるだけ低く、かつ、B社の業態に対する記載が緩やかな第三国に設立し、香港には支店を設ける。


②B社を香港で設立する。


③B社を実効税率が21％となる法域に設立する。
第３問

　日本ガイダント事件(東京高裁平成19・6・28判決・判例時報1985号23頁)を読んで、問題点について検討せよ。特に以下の諸点を考えるように。

①
なぜ、ガイダンド社は、匿名組合員をオランダの子会社にしたのか。(米国の親会社が匿名組合員となっている場合にはどのような課税となるか。)

②
なぜ、問題とされた契約が民法上に組合契約であれば課税が肯定され(又は肯定される可能性があり)、匿名組合契約の場合には否定されるのか。この差異は妥当と言えるか。

③
匿名組合契約に基づく利益分配は、利子や配当に当たらないか。仮に、利子又は配当に該当したとして、この訴訟で納税者側が敗訴(一部敗訴を含む)とされる可能性はあったか。

④
日本ガイダントに関しては、その株式を保有する会社と匿名組合員となっている会社は、同一会社の100％子会社たるオランダ法人である点は共通するものの別会社になっている。これらが同一会社であった場合、結論に影響が及ぶか否か。

⑤
当該事件において、ガイダント側が図った租税負担軽減策は、例えば二重課税の防止といった観点から正当化可能であろうか。また、本件取引に関係しているガイダント関係の会社から所得税ないし法人税を徴収しようと考えた場合、取り得る理論構成は他にないだろうか。
第４問
　米国法人で有名なブランドを多数持つアパレル会社であるTextile Corp.(以下｢T社｣という。)は、同社がUSにおいて取得したANCという商標が、日本では、日本の総合商社である丸三物産株式会社(以下｢丸三物産｣という。)が保有しているものの、十分に活用できているとは言い難く、T社の有するブランド力などとあわせれば、より有効に活用ができると考えるに至った。そこで、T社は、丸三物産に対してANC商標の購入の意向を示し交渉を開始したが、その中で以下のような事情が明らかになった。(なお、本問では、我が国の法人所得に対する実効税率が40％であるとして検討を行うこと。)

①
丸三物産は、これまで当該商標から安定したライセンス料を得ており、1回に多額の売却代金を得るよりも、10年程度に亘り安定的な収益(下記③で述べる100％子会社の現状の純資産の額は別として、税引き後で6億円を10年間)を得たいと考えている。

②
丸三物産は、ANC商標を既に償却済みであり、その簿価はゼロである。

③
丸三物産では、商標権自体は自らが保有しているが、これを直接ライセンスするのではなく、まずその100％子会社(以下｢子会社A｣という。)にライセンスした後、当該子会社が衣料品製造会社にサブライセンスを行っている。これは、商標の効率的管理を目的とするもので、子会社Aにおいて実際に商品を製造している衣料品製造会社へのMarketingや品質管理、更には商標の有効活用のための戦略の立案などを行っている。こうした業務内容を反映して、サブライセンス料は丸三物産へ支払うライセンス料を相当(3億円程度)に上回っており、この結果、子会社Aは、適宜配当を実施しているにもかかわらず、資本金等の額が1億円、利益積立金の額が20億円となっている上、その資産の大半は現金等価物である。もっとも当該サブライセンス契約は、丸三物産からいつでも解約可能とされていて、実際にT社では、子会社Aと類似した機能を有する子会社Xを別途設立してそこで現在Aが行っているような役割を担わせたいと思っている。この子会社Xはそれ程資金は必要ないので資本としては1億円もあれば足りるものと見込まれている。

④
T社の評価によれば、現状のANCの商標権の適正価格は、税引き前で60億円程度に止まるが、T社がこれを買収できれば、その有効活用が可能になるため、商標権に関する最終的な支払額が90億円以内に止まるのであれば、T社として商標権を取得したいとのことである。

⑤
T社としては、ANCの商標権及びその利用方法については、丸三物産からの購入直後からすべて自らの意思のみによって決定できるようにしたいと考えている。また、T社は、商標権自体は、IP管理の観点から別途設立する自らの100％子会社(以下｢子会社B｣という。)に保有させたいと考えている。

　あなたが所属するイノベーション法律事務所は、T社のカウンセルとして、この取引を可能にする手立てはないかとの相談を受けた。

　以下は、イノベーション法律事務所の弁護士の間で行われた議論の一部である。まずは、当該議論の妥当性につき検討し、その上でT社及び丸三物産の双方の要望を充たす取引の仕組みを考案しよう。

(ｱ)
まず、頭の整理は、もっとも単純な取引をするとどうなるかから考えるのがいいはずだ。そう考えると商標権の売買、サブライセンス契約の解除と丸三物産による子会社Aの処分が基本だと思うが、この場合丸三物産が商標権に関して税引き後で60億円を得ようとすると一体T社がいくら支払わないといけないのだろうか。

(ｲ)
丸三物産は、子会社Aについては、無税で投資回収できそうだな。

(ｳ)
するとあらたに組成するXは使えないだろうか。

(ｴ)
いずれにしても商標権の売買は必要で、これはその売買価格は公正価格としないと低廉譲渡だとか寄附金課税だとかいった問題が起こりかねないぞ。

(ｵ)
10年間に分けて現金を支払って欲しいというのが、丸三物産の要望だけど、法人税がいきなり1年目に全部かかるのは当然まずいんだろうね。

(ｶ)
XやBは、租税条約上有利な外国に作る方がいいんだろうね。でも待てよ、T社は米国法人だからそうとは言えないなあ。
第５問

　MG Securities Inc.(以下｢MG社｣という。)は、世界有数の証券会社であり、米国を本拠地とするもののロンドン、東京といった世界的な金融センターには、すべからく100％子会社の現地法人を有しており(こうした現地法人を含めたグループ全体を以下｢MGグループ｣という。また、日本に所在するかかる現地法人を以下｢MG日本｣という。)、24時間体制で取引を行う仕組みを備えている。MGグループでは、各現地特有の取引を別として、自己勘定のデリバティブ取引についてはすべてMG社自身の名義計算で行うこことにしており、当該取引のための資金調達などもMG社が一括管理しているが、その取引残高などはそれぞれの現地法人のトレーダーにも共有され、MGグループ全体で策定した取引方針に従い絶え間なく取引が行われている。

　こうしたデリバティブ取引によって生じる所得に関してMGグループでは、各現地法人に対しては、当該現地法人によって締結された取引の数量を基礎として算出される手数料をMG社が支払い、その余の利益はMG社に帰属するものとして扱っており、これに沿ってMG社と各現地法人との間で契約が結ばれている。

　MG社の2009年度のデリバティブ業務は極めて好調であり、これにより稼得した所得額は、全世界合計で100億米ドルに達したが、MG社とMG日本との間の契約に基づきMG日本に支払われた金額は5億米ドル相当に止まっていた。なお、これはMG日本が締結した契約の量が少なかったからというのではなく、上記の100億米ドルの所得の多くの部分がデリバティブ取引の価格変動を上手く利用したという投資利益により構成されていたことによっており、全現地法人をあわせてもMG社から支払われた手数料は、30億米ドルに止まっており、MG社の利益が70億米ドルとされていた。また、この手数料の料率は、デリバティブ取引の取次ぎを第三者が行う場合に請求される一般的な手数料の水準に、各現地法人が取引方針に基づき一定の判断を行うことを勘案した金額を上乗せしたものとなっている。

　日本の課税庁は、税務調査によって、上記の状況を把握し、MG日本の所得とされている額が少なすぎるのではないかという疑問を持つに至ったとして、理論上どういった側面からアプローチが可能であるか検討せよ。特に、①契約を実際に締結しているのは誰か、②手数料の料率を定める契約は誰と誰の間で締結されているかという切り口を念頭に置くこと。

　ところで、MG社のデリバティブ業務は、上記のように2009年度は非常に好調だったのだが、その前年の2008年度においてはリーマンショックの影響もあって50億米ドルもの大幅な赤字を計上していた。しかしながら、上記のような料率の設定をしていたため、MG日本においては、0.5億ドルに止まるもののプラスの所得を計上していた。こうしたことも考慮の上、検討すること。
第６問
　米国の化学製品会社C社は、わが国の類似業者であるX社(東証一部上場)を10年前に買収し、現在X社株式の50%を保有している(ただし、X社は依然として上場会社である)。X社の資本金等の額は200億円、利益積立金は300億円、発行済株式総数(自社株を除く。以下、同じ)は1億株であり、同社株式の市場価格はおおむね1株2,000円前後で推移している(したがって、X社の株式時価総額は約2,000億円である)。C社のX社株式の帳簿価額(取得価額)は1株500円である。さらに、C社はシンガポールにある同社の100%子会社(以下、これを｢S｣社)を通じてX社に対して化学製品の製造特許(世界の主要各国において有効である)を与えており、X社はこれに基づいて生産した化学製品を日本およびアジア各国で販売している。

　上記の事実に基づいて、以下の各設問に答えよ。

1
S・X社間の特許ライセンス契約(以下、｢本件ライセンス契約｣という)においては、許諾特許に基づいて製造された科学製品の売上高の5%をロイヤルティとしてX社がS社に支払う旨の規定がある。この場合、X社はS社に対して支払うロイヤルティに関していかなる計算を用いて源泉徴収税額を算定すべきか。なお、日本・シンガポール租税条約12条4項は、次のように規定している。

｢使用料は、その支払者が一方の締約国又は当該一方の締約国の地方公共団体若しくは居住者である場合には、当該一方の締約国内において生じたものとされる(以下、省略)。｣

2
本件ライセンス契約には次の条項が存在する。この場合、X社はいかなる計算を用いて源泉徴収税額を算定すべきか。

"If the Licensee is subject to the withholding tax obligation, the Licensee should pay to the Licensor the amount which would have been payable under the relevant provisions hereof but for such withholding tax obligation"

3
X社はS社からの別途注文に応じて同社に納入した化学製品の売掛債権につきS社に一部未払いがあることが判明したので、S社の同意を得てこの売掛債権をロイヤルティの支払債務の一部と相殺することにした。この場合、税務上どのような問題が発生するであろうか。

4
C社は香港の新興企業グループの中核企業であるZ社からX社の買収の申し込みを受けこれを受け入れる方向で検討を開始した。Z社は1株2,500円でX社の全株式を公開買付により取得することを提案している。C社がこれに応じた場合、C社にはわが国においていかなる課税関係が発生するであろうか。
5
諸般の理由からC社が米国において用い得る外国税額控除の利用枠は非常に限られており、C社としてはZ社に対するX社株式の売却に関してわが国で発生する納税義務を最小化したいと考えている。この場合、C社にはどのような手段があり得るか。

6
Z社は同社の資本政策上の理由から、X社の買収対価を現金ではなく、Z社の株式としたいと考えている。そこでZ社は、X社株式の公開買付に代えてわが国におけるZ社の100%子会社(Z社製造製品のわが国における販売を行っている)を合併会社、X社を被合併会社とする合併をいわゆる三角合併の手法を用いて実施することを提案してきた。仮に、C社がこの提案を受諾した場合、C社にはいかなる課税関係が発生するか。
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